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本論文は全 7 章、A4 版 241 頁で構成され、そのうち 80 頁はトルコ語についての記述的言語資
料である。以下、本論で取り扱われる問題の導入と各章の内容について略述する。単語連結の
中にはさまざまな形のものがあり、その中で機能動詞を含む結合は言語学の各分野において異
なる呼び方をされている（例：helping verbs, support verbs, complex predicates, operator 
verbs, auxiliary verbs, light verbs）。英語の場合は、Jespersen (1909-49: Part VI)がこれらの
動詞を「軽動詞」（Light Verb）と呼んでいる。 
take  ｜a drive, a ride, a walk, a rest｜ 
have ｜a chat, a wash, a shave, a drink, a smoke｜ 
give ｜a sigh, a groan, a laugh, a shout｜ 
Jespersen(1909-49: Part VI) 
その後、軽動詞構造(Light Verb Construction)が注目され、さまざまな言語において研究され












第 1 章 はじめに では、本論文の目的、トルコ語に関する一般的な説明やトルコ共和国成
立後に生じた古い動名詞の排除などの現象を紹介し、機能動詞の定義をまとめる。最後に、本
論文の研究手法を述べる。 







1)  a.太郎は花子をさそった。    
b.太郎は花子に さそいを かけた。 
2)    a.山田さんは課長に連絡した。   












第 3 章 トルコ語における機能動詞 では、村木 (1991)が提案した機能動詞の様々な特徴
を検討しつつ、トルコ語における軽動詞構造の特徴を考察する。特に、2 種類存在する軽動詞
である et- と yap-は場合によって交替できる場合とできない場合があるが、それぞれの特徴を
概観した上で、et-と yap-の交替条件を明らかにする。 




第 5 章 機能動詞のヴォイス・アスペクト・ムードの用法 では、kur-に代表される機能動
詞をトルコ語大辞典から取り出し、それぞれがもつヴォイス、アスペクト、モダリティの用法
を分類する。トルコ語における多くの機能動詞は、トルコ語大辞典において動詞そのものが登
録されている項目の中で第 2 義あるいは第 3 義として説明されている。しかし、本論文は動詞
の下位意義として登録されている機能動詞には本来その意味が存在しないと主張する。したが
って、元来の意味を失ったと仮定される機能動詞は、実質的な意味を提供する名詞、動名詞、
形容詞などが存在しない限り、辞書に登録された第 2 あるいは第 3 の意義は解釈不可能である。
例えば、トルコ語大辞典において kur-「組みたてる」の第 1 義は çadır kur-「テントを組み立
てる」のような「ある物の部品を組み合わせてまとまった物に作りあげる」であるのに対し、
第 12 義は「想像する」である。第 1 義と第 12 義には近接性の関係があるとは考えにくく、kur-




































Püsküllüoğlu (2005)のイディオム辞典において登録されている約 12000 項目の中から本論文
で考察した客観的な言語テストに適合する機能動詞をそのテストの結果とともに抽出した。こ
れは、今後の機能動詞研究について考察する研究者にとって大変有益なものとなる。また、考
察の過程で得られた様々なトルコ語の文法構造についての知見は、本論文での主題に関わるだ
けでなく、今後のトルコ語の文法研究に大きく寄与するものであることは疑いない。 
 以上のように論文に関しては積極的かつ肯定的な評価が審査委員会での共通の意見であった
が、いくつかの指摘もなされた。代表的なものを以下に列挙する。イディオムと機能動詞の区
別が明確になされていない。機能動詞と名詞抱合構造などの関連文法現象との関連が不明確で
ある。意味役割の付与に関する説明が不十分である。メトニミーや文法化などいくつかの文法
用語の本論中での使用方法に正確でないものが見受けられる。また機能動詞結合のイディオム
化へのプロセスの解明や機能動詞あるいは機能動詞結合のその他の諸相なども残された問題点
である。しかしながら、こうした問題は今後さらに研究を発展させていく際の課題であり、本
論文の意義を大きく損なうものではないという審査委員の共通の認識に達した。 
 
審査委員会は、以上により、本論文を博士の学位論文として認定することにつき、全員一致
で合意した。 
